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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 

 本博士論文では 、公共財的側面と私的財的側面が結合して生産されるような財である、環境保全

型農産物や寄付つき商品に対する消費者の支払意志を求めることで、その実現可能性について検討

した。このような消費者の支払い意志を求める際には、調査対象者が調査に回答するか否かによっ

て発生する「単位非回答バイアス」や、「抵抗回答としてのゼロ回答」などの形で、調査の各段階で

目的となる財への支払意志額に影響を受ける可能性が指摘されている。そこで、本論文では、これ

らの課題について欠測値の視点から実証的に検証を行ったものである。 
 単位非回答バイアスについては、従来は非回答者の情報の取得が非常に限定的であったために、

非回答バイアスを加味した推論が困難であったが、本論文では、非回答者の情報をインターネット

調査のモニター情報を得るという形で解決し、このモニター情報による回答者・非回答者の個人属

性における差について分析を行った。その上で、その差異が目的の財（本論では放牧牛肉）への支

払意志額の推定に影響を与えるかについて、 逆重みつき推定量を用いて推計した結果、回答者と非

回答者の個人属性における差は必ずしも目的の財への支払意志額の推定に影響を与えるとは限らな

いことを示した。 
 また、 抵抗回答としてのゼロ回答については、表明選好法において推定のバイアスとして取り扱

われるものであった。しかしながら、表明選好法で提示される財（本論文では農村への寄付つき電

気料金プラン）は消費者にとっては通常馴染みのないものであり、ゆえにどれだけ適切に説明を行

ったとしても、「支払わない」または「購入しない」という回答が一定以上表明される。そこで、 本
論文では、抵抗回答としてのゼロ回答を単純に取り除くのではなく、「支払うか否か」と「支払うと

したらいくら支払うか」という 2 段階の意志決定を仮定した上で、「支払うか否か」の意志決定の

回答の背後にある支払手段への抵抗意識や温情意識を説明変数として導入し、サンプルセレクショ

ンモデルを用いて推計を行った。その結果、これらの要因を加味して推計を行った場合には、セレ

クションバイアスが存在するとは言えないことを明らかにした。 
 以上から、本論文では、調査の各段階において発生する欠測データが、目的となる財への支払意

志額に影響について実際の調査によるデータにより明らかにした。そして、調査における欠測を明

示的に取り扱った上で、調査を行うことは、表明選好法を含んだ社会調査全体にとっても、得られ

た結果をより確固とした根拠として提示が可能になる点で、重要な貢献が期待できる学術的価値の

高い研究と言える。よって、本研究は博士（農学）の学位に値すると認める。 


